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必要病床数の算定
【現】（2025年の性・年齢階級別人口）

×

（2013年のNDBデータを用いて算出した入院受療率）

÷

（病床稼働率※１）

【新】（2040年の性・年齢階級別人口）

×

（2024年のNDBデータを用いて算出した入院受療率）

÷

（病床稼働率※２）

※１高度急性期：75% 急性期：78% 回復期：90% 慢性期：92%

※２高度急性期：78% 急性期：83% 包括期：87% 慢性期：92%

（医療DX等の取組による効率化分として、0.5~2.0％を加算）

必要病床数は
減少する見込み
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病床機能の見直し
・2040 年に向けて増加する高齢者救急等の受け皿として急性期と回復期の機能を

あわせもつことが重要となること等を踏まえ、「高齢者等の急性期患者につい

て、治療と入院早期からのリハビリテーション等を行い、早期の在宅復帰を

目的とした治し支える医療を提供する機能」及びこれまでの回復期機能を

包括期機能（※１）として位置づけ
※１ 高齢者救急等を受け入れ、入院早期からの治療とともに、リハビリテーション・栄養・口腔管理の

一体的取組等を推進し、早期の在宅復帰等を包括的に提供する機能、急性期を経過した患者への

在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能

【現】

【新】

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

高度急性期 慢性期急性期 包括期
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医療機関機能①

・医療機関機能に着目して、地域の実情に応じて、「治す医療」と「治し

支える医療」を担う医療機関の役割分担を明確化し、医療機関の連携・

再編・集約化が促進されるよう、医療機関から都道府県に、地域で求め

られる役割を担う「医療機関機能」を報告することで、地域の医療提供

体制の確保に向けて地域で協議を行うとともに、国民・患者に共有

・二次医療圏等を基礎とした地域ごとに求められる医療機能を設定
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医療機関機能②

・医療機関単位で報告を提出

・報告の対象となる医療機関機能は、診療報酬上の入院料の

種類等だけで機械的に決定されるものではなく、地域における

診療実態等を総合的に検討

・地域の医療資源や医療需要の状況によっては、１つの医療機関

が複数の医療機関機能を担う場合もありうる
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医療機関機能③

≪急性期拠点機能≫

・人口20万人～30万人の単位で１つ確保することが基本

ただし、人口が少ない区域においては、１つ維持・確保する

・診療実績データを基本としつつも、政策医療の実施状況や

経営状況、建物の状況等も含め、総合的に地域で協議すること

が重要

≪有床診療所の取扱い≫

・基本的には専門等機能を選択するが、地域において担っている

機能に応じて、他の機能を選択することも可
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